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スイス型森林管理の推進。地方公務員法の改正の趣旨

１

改正法の趣旨

○少子高齢化が進み、生産年齢人口が減少する我が国においては、複雑高度化する行政課題への的確な対応などの

観点から、能力と意欲のある高齢期の職員を最大限活用しつつ、次の世代にその知識、技術、経験などを継承してい

くことが必要

○ そのため、国家公務員について、定年が段階的に引き上げられるとともに、組織全体としての活力の維持や高齢期に

おける多様な職業生活設計の支援などを図るため、管理監督職勤務上限年齢による降任及び転任並びに定年前

再任用短時間勤務の制度が設けられたところ

○地方公務員については、国家公務員の定年を基準としてその定年を条例で定めることとされており、今般、管理監督

職勤務上限年齢制や定年前再任用短時間勤務制の導入など、国家公務員と同様の措置を講ずる法律改正を行う

もの ◇公布日：令和３年６月１１日 ◇施行日：令和５年４月１日

制度内容

① 定年の段階的引上げ

現行６０歳定年の定年を段階的に引き上げて６５歳とする。

② 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）

原則として、管理監督職は６０歳到達年度の翌４月１日に管理監督職以外の職へ降任又は転任する。

③ ６０歳に達した職員の給料７割措置

６０歳到達年度の翌４月１日以降の給料を、６０歳前の７割水準とする。

④ 定年前再任用短時間勤務制

６０歳に達した日以後定年前に退職した職員を、定年前再任用短時間勤務職員として再任用できる制度の導入。

※管理監督職以外の職員については、引き続き非管理監督職として勤務



スイス型森林管理の推進。① 定年の段階的引上げ

２

定年は、令和５年４月から２年に１歳ずつ段階的に引き上げられ、令和１３年４月に６５歳となる。
※段階的引上げの期間中の定年年度と対象職員は以下のとおり。



スイス型森林管理の推進。②管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）

３

管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）は、次の①・②を行う制度

①管理監督職に就いている職員を、管理監督職勤務上限年齢（60歳）に達した日の翌日から最初の
４月１日までの期間（異動期間）に、管理監督職以外の職への降任をさせる。

60歳到達後は管理監督職以外の職（主幹教諭または教諭等）への降任

②管理監督職勤務上限年齢に達している者を、異動期間の末日の翌日以後、新たに管理監督職に就けることが
できない。（管理監督職から降任等をされた職員を、当該降任等の日以後、新たに管理監督職に就けることが
できない。）

管理監督職の範囲

管理職手当の支給を受けている職
（校長、副校長、教頭） 校長

副校長

教頭

※降任のイメージ

管理監督職
（管理職手当支給職） 降任

主幹教諭

教諭・講師等

４級

３級

特２級

１～２級



スイス型森林管理の推進。②管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）

４

役職定年制の適用イメージ

管理監督職

60歳の誕生日
最初の４月１日

60歳に到達した日以後の最初の
４月１日に降任又は転任

管理監督職以外の職

定年の日

原則として管理監督職に就く
ことは不可。

※管理監督職勤務上限年齢による降任は、地方公務員法上「分限
処分」に該当しますが、職員の意に反して行うことができるものとして、
処分説明書の交付対象外とされています。

他の職への降任を行うに当たって遵守すべき基準

① 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降任をしようとする職の職制上の段階の標
準的な職の標準職務遂行能力及び適性を有すると認められる職に、降任をすること。

② 非管理監督職の中で、できる限り上位の職制上の段階の職に、降任をすること。

③ 当該職員を上位職職員（当該職員よりも上位の管理監督職）と同じタイミングで他の職への降任をする場合、①の
基準に従った上での状況その他の事情を考慮してやむを得ない場合を除き、当該職員を上位職職員の降任をした職の
職制上の段階と同じか、下位の職制上の段階の職に、降任を行うこと。（逆転の防止）



③ ６０歳に達した職員の給与

当分の間、職員の給料月額は、特定日（60歳に達した日後の最初の４月１日）以後、「７割水準」とする

５

【県立学校】教諭として特定日を迎えた場合

教諭
（２級131号）

412,800円
×70%

=289,000円
100円未満49捨50入

特定日

特定日給料月額

７割措置

管理監督職以外の職

※ 教諭は教職調整額が別途支給される（特定日給料月額×4/100）

教諭
（２級131号）

412,800円

管理監督職以外の職

70％100％



③ ６０歳に達した職員の給与

管理監督職の職員が、管理監督職上限年齢による降任等をされた場合、給料月額の７割措置に加えて給与
が二重に引き下げられることとなるため、当分の間、職員が60歳に達した日後の最初の４月１日（特定日）以
後、７割措置後の給料月額のほか、管理監督職勤務上限年齢調整額が給料（基本給）として支給される。

特定日前の給料月額の７割を保障

６



③ ６０歳に達した職員の給与

特定日以後の諸手当は、次の①または②のとおりに整理される。
①給料月額の７割措置が適用されない職員の手当等額に100分の70を乗じて得た額となるもの
②給料月額が７割水準となることにより、当該給料月額等に連動した額となるもの
③給料月額の７割措置が適用されない職員と同額とするもの

①７割水準とする手当

（ⅰ）７割水準の額を基本に新たな額を設定する手当
給料の調整額、義務教育等教員特別手当、管理職手当等

②７割水準としない手当

扶養手当、住居手当、通勤手当、教員特殊業務手当、単身赴任手当等

（ⅱ）給料の月額に連動した額とする手当
地域手当、期末手当、勤勉手当、特地（準特地）勤務手当、超過勤務手当等

７



③ ６０歳に達した職員の給与

８

退職手当の計算

退職手当 ＝ 【退職手当の基本額】 （× 定年前早期割増加算額） ＋ 【調整額】
退職日の給料の月額 × 支給率

①退職日の給料の月額
給料月額 〇級〇号給 （給料表参照）
教職調整額（４％）
給料の調整額 ※特別支援学校等
３級加算額（教頭）

②定年前早期割増加算率
勧奨退職 ５０歳～５９歳 １年につき３％

③支給率
退職事由（自己都合、定年、勧奨、死亡等）、勤続年数により異なる

④調整額
職制上の段階、職務の級、職務の複雑・困難・責任の度による区分に応じて調整月額（別表

２参照）を定め、在職期間（休職月等を除く。）のうち、当該月額の高い方から５年分（60月
分）の合計額を調整額として加算
（例）大規模校の校長 54,150円 ～ 教諭（役職加算10％） 27,100円

※事務職員（主任主査）は27,100円



③ ６０歳に達した職員の給与

９

退職手当の計算

【モデルケース】Ｒ５に６０歳到達となる職員の場合（定年６１歳）
退職手当は退職時の給料月額を基礎に計算されるが、計算の特例措置（ピーク時特例）

が適用される

（１）教諭（県立高校） 勤続３８年 ６０歳で年度末に退職
給料の月額 2級125号級 397,600円 ＋ 教職調整額 15,904円
支給率 勤続35年・定年 47.709
調整額 27,100円 × 60月
＝ 19,727,862円 ＋ 1,626,000円 ＝ 21,353,862円
※計算方法の特例が適用され、６１歳で定年退職する際も、同額が支給される。

（２）校長（県立高校） ５５歳から大規模校の校長、勤続３８年 ６０歳で退職
給料の月額 4級25号級 439,300円 ＋ 教職調整額 なし
支給率 勤続35年・定年 47.709
調整額 54,150円 × 60月
＝ 20,958,563円 ＋ 3,249,000円 ＝ 24,207,563円

※計算方法の特例が適用され、６１歳で定年退職する際も、同額が支給される。

（３） 事務職員 勤続35年 （係長・主任主査）
4級93号給 381,000円 × 47.709 ＋ 27,100円 × 60月

＝ 19,803,129円
※計算方法の特例が適用され、６１歳で定年退職する際も、同額が支給される。



③ ６０歳に達した職員の給与

①退職手当の基本額の計算方法の特例（ピーク時特例）

60歳に達した職員の退職手当については、次の①②の措置がなされる。

※勤続期間３５年以上は支給率は変わりません（税が軽減されるため、手取額が増えます）
※退職手当の基本額の他、職制等に応じた調整額が加算されます。

○給料のピークが60歳の場合 ○60歳以前に給料が高い時点があった場合

イ（退職日までの勤続期間に応じた支給率） イ（退職日までの勤続期間に応じた支給率）

給
料
月
額

給
料
月
額

支給率 支給率ア（減額日前日までの勤続期間

に応じた支給率）

ア（減額日前日までの勤続期間

に応じた支給率）

特定減額前

給料月額

（Ａ）

７割水準へ

退職日

給料月額

（Ｂ）

６０歳

特定減額前

給料月額

（Ａ）

７割水準へ

退職日

給料月額

（Ｂ）

６０歳

給料のピーク時

退職手当の基本額 ＝ Ａ×ア＋Ｂ×（イ－ア）

１０

勤続年数
（支給率）

勤続年数
（支給率）



③ ６０歳に達した職員の給与

②60歳に達した日以後に退職する職員の退職手当支給率

60歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した者の退職手当の基本額については、当分の間、
退職事由を「定年退職」として算定する。

（参考）勧奨退職について

勧奨退職の年齢及び割増率は、当分の間、改正前の制度を維持（59歳の割増率は2％→3％に改定）
注：60歳以降の退職は割増されません。

勤続年数 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

定年 33.27075 34.77735 36.28395 37.79055 39.29715 40.80375 42.31035 43.81695 45.32355 46.83015 47.709 35年で上限

自己都合 28.0395 29.3787 30.7179 32.0571 33.3963 34.7355 35.7399 36.7443 37.7487 38.7531 39.7575 40.7619 41.7663

（参）勤続年数毎の支給率

（参）勧奨退職割増率

退職時満年齢
（歳）

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59

割増率
（％）

30 27 24 21 18 15 12 9 6 3

１４



④ 定年前再任用短時間勤務制

定年前再任用短時間勤務制は、60歳に達した日（60歳の誕生日の前日）以後、定年前に退職した者を、
短時間勤務の職に採用することができる制度。
定年前再任用短時間勤務職員の任期は、定年前再任用の日から定年退職日相当日（常勤職員の定年退

職日までで設定。

定年退職日相当日
（=定年年齢に達した日以後の3月31日）

常勤職員

60歳に達した日
（＝60歳の誕生日の前日）

退職（退職手当も支給）
定年前再任用短時間勤務職員

定年前再任用短時間勤務職員への採用可能期間

定年前再任用短時間勤務制 従前の再任用制度(短時間)

任期 常勤職員定年退職日に当たる日まで 1年を超えない範囲

勤務時間

(例) 
週23時間15分

(例 週３日 日7h45m勤務）

週23時間15分
(例 週３日 日7h45m勤務）

補職 教諭(２級) 教諭（２級)

※定年前再任用後は、
常勤職員の職には異動不可

定年前再任用短時間勤務制と従前の再任用制度（短時間）の比較

１５



④ 定年前再任用短時間勤務制

定年前再任用短時間勤務職員の任用について

定年前再任用の選考は、次に掲げる事項を総合的に勘案して行います。

① 教職員としての退職日以前における勤務実績 ② 健康状態
③ 勤労意欲、職に対する適性等

定年前再任用を行うか否かは、任命権者の判断になるため、定年前再任用短時間勤務職員に採用されない場
合もあります。

定年前再任用短時間勤務職員の服務等

①勤務時間

A １日 ７時間４５分勤務の週３日勤務 ２３時間１５分 /週 B １日 ７時間４５分勤務の週２日勤務 １５時間３０分 /週
C １日 ３時間４５分勤務の週５日勤務 １８時間４５分 /週 D １日 ４時間勤務の週５日勤務 ２０時間 /週
E １日 ７時間４５分勤務の週４日勤務 ３１時間 /週

②休暇等

③給料月額

職務の級ごとに設定された給料月額（基準給料月額） ×
定年前再任用短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間

３８時間４５分

④手当関係

支給される手当・・・地域手当、通勤手当、超過勤務手当、教員特殊業務手当、期末手当、勤勉手当等

支給されない手当・・・扶養手当、住居手当等
１３

常勤職員と同様。ただし、年次有給休暇は、一暦年について１月１日を基準日として付与し、付与日数は、一暦年について次のとおりとする。

・ フルタイムの日数(20日）を基準として、１週間の勤務日数又は勤務時間に応じた日数として別に定める日数

④ その他参考となる事項



暫定再任用制度について

暫定再任用制度とは、定年が段階的に引き上げされる経過期間において、６５歳まで再任用できるよう、従前
の再任用制度と同等の仕組みを措置する制度。

改正法施行日

１７



暫定再任用制度について

暫定再任用の実施

暫定再任用の選考は、次に掲げる事項を総合的に勘案して行います。

① 教職員としての退職日以前における勤務実績

③ 勤労意欲、職に対する適性等

任期・任期の更新

暫定再任用職員の任期は１年以内で、１年を超えない範囲内で任期を更新することができる。
※任期の更新を行うにあたり、選考を実施します。選考により任期が更新されないこともあります。

暫定再任用職員の服務等

①勤務時間

②休暇等

常勤職員と同様。ただし、年次有給休暇は、一暦年について１月１日を基準日として付与し、付与日数は、一暦年について次のとおりとする。

・フルタイム勤務 ⇒ 20日

・短時間勤務 ⇒ フルタイムの日数を基準として、１週間の勤務日数又は勤務時間に応じた日数として別に定める日数

③給料月額

職務の級ごとに設定された給料月額（基準給料月額） ×
１週間当たりの勤務時間

３８時間４５分

④手当関係

支給される手当・・・地域手当、通勤手当、超過勤務手当、教員特殊業務手当、期末手当、勤勉手当等
支給されない手当・・・扶養手当、住居手当等

・フルタイム勤務⇒ 原則：7時間45分×週5日＝週38時間45分

・短時間勤務 ⇒ A 7時間45分×週3日＝週23時間15分 B 7時間45分×週2日＝週15時間30分

C  3時間45分×週5日=週18時間45分 D 4時間×週5日＝週20時間

E  7時間45分×週4日=週31時間

１５

② 健康状態

④ その他参考となる事項



高齢層の給与に関するその他の留意点

２０

６０歳以降の講師の給与

講師の給料月額は、前歴を加算して任用のたびに給与決定を行うため、高齢層の講師の給料は
１級の最高号給になることが多い。

（例）
小中学校 講師 教育職給料表（三）１級１２５号給 306,800円
教諭の７割措置の額 ２級１４３号給 401,900円 × 0.7 ＝ 281,330円
→ 教諭より講師のほうが給与が高くなる

【Ｒ６．４．１以降】
当面の間、６０歳に達した日後の最初の４月１日以後、臨時的に任用または任期を定めて採用
される講師の号給は、教育職給料表（二）及び（三）適用者は、それぞれの２級再任用職員の
給料月額の直近下位を上限（※）に号給を決定する。
（※令和５年４月１日給料表では、教（二）１級７１号給、教（三）１級６９号給）
・なお、令和６年４月１日までに、予めそれ以降の日を任用の終期として採用されていた職員の号給は、任
期期間中も維持される。ただし、任期期間中に、本務者が産休入りする等により任用形態が変わる場合は、
その時点で号給の上限が適用される。
・退職手当の計算の基礎となる給料月額にピーク時特例は適用されない。

小中学校（教育職給料表（三））
１級１２５号給 ３０６，８００円 → ６９号給 ２６９，８００円

県立・特別支援学校（教育職給料表（二））
１級１５３号給 ３２８，５００円 → ７１号給 ２７４，１００円



常勤での勤務を希望しない

短時間勤務を希望

管理監督職以外の者

管理監督職であった者

情報提供・意志確認制度について

情報提供・意思確認制度は、以下の事項を義務付けた制度です。
■職員が６０歳に達する年度の前年度に、６０歳に達する日以後に適用される任用、給与、退職手当の

制度に係る情報提供をすること。
■６０歳の誕生日以後の勤務の意思（又は退職の意思）を確認するよう努めること。

情報提供・意思確認の項目

１．管理監督職勤務上限年齢制
２．定年前再任用短時間勤務制
３．給料月額の７割措置
４．退職手当の特例措置
５．その他任命権者が必要と認める情報

情報提供項目 勤務の意思の確認項目

１．常勤職員として勤務する意思
２．６０歳に達する日以後の退職の意思
３．定年前再任用での勤務の意向
４．その他任命権者が必要と認める事項

※職員の意思表明には法的効果は生じないため、退職意思を示した場合でも、実際に退職する際には別途辞職に関する手続が必要。
※６０歳以降も常勤職員として勤務を希望したが、職員の事情変更や勤務地等の条件が合わないことなどにより辞職することは可。

６０歳以降の勤務選択について（イメージ）

59歳年度 60歳年度 61歳年度

情報提供
意思確認

管理監督職から降任し、非管理監督職として引き続き勤務（常勤）

役職定年

引き続き非管理監督職として勤務（常勤）

65歳年度末

定年前再任用短時間勤務

１７
非常勤での勤務・公務外等で活躍

勤
務
を
希
望

退
職
を
希
望

定年(退職)後、暫定再任用職員として勤務


